38　慶弔見舞金に関する規定
慶弔見舞金規程

第１条（目　的）

１．この規程は就業規則の定めるところにより、株式会社○○（以下「会社」という。）の慶弔見舞いに関する事項を定め、対象従業員の福祉の向上に資することを目的とする。

２．従業員の慶弔禍福に際し、会社は祝福、弔意、見舞いの意を表し、金品を支給する。

３．本規程の適用対象は、１年以上継続して在籍する従業員とする。

４．前項の規定に関わらず、本規程適用対象外の従業員であっても、会社事業への貢献著しい者については、会社の都度の判断により適用対象とすることがある。

第２条（慶弔見舞金の内容）

１．慶弔見舞金の内容は、結婚祝い金、出産祝い金、死亡弔慰金の３種類とする。

２．この慶弔見舞金を受けようとするときは、申請理由が発生した事実を証明できる会社が求める内容の書類を添付して、会社に申請しなければならない。

第３条（勤続年数の計算）

１．この規程における勤続年数の計算は、採用の日から支給事由の発生の日までの満年数とする。

第４条（結婚祝い金）

１．対象従業員が入籍を伴う結婚をしたときは、次の各号により結婚祝い金を支給する。

(1)　勤続３年未満の者　10,000円

(2)　勤続３年以上の者　20,000円

(3)　勤続５年以上の者　30,000円

第５条（出産祝い金）
１．従業員あるいは従業員の法律上の配偶者が出産した場合は、祝い金として、１産児につき10,000円を支給する。

第６条（死亡弔慰金）

１．従業員及び以下の近親者が死亡した場合は、次の各号により死亡弔慰金を支給する。ただし、死亡者自身によってなされた犯罪行為又は社会的に不適切と認められる行為と関連する死亡の場合は支給の対象としない。

(1)　本人の業務上による死亡…………基本給３カ月分相当額（遺族に対して）

(2)　本人の業務外における死亡………100,000円（遺族に対して）

(3)　配偶者………………………………30,000円

(4)　子女･父母・同居の義父母………20,000円

(5)　血族の兄弟姉妹・同居の祖父母…10,000円

２．前項第１号、第２号で死亡弔慰金を受ける遺族の範囲及び順位は、労働基準法施行規則第42条から第45条までに定めるところによる。

３．第１項第１号、第２号で死亡弔慰金を受けるべき同順位の者が２人以上ある場合には、その人数によって等分するものとする。この場合、権利者のうち最初に適正な申請を必要十分な内容にてなしたと会社が認めた者にその全額を支給し、同順位者内での等分については当該受給者の義務として適正な分配の実施を義務づける。なお、支給後の当該同順位者内での本死亡弔慰金の分配にかかる争いに会社は関与しない。

４．死亡弔慰金の支給につき申し出をする遺族は、前各項の要件に該当する旨を、証明力のある書類を示す、あるいは会社が実施する調査に応じる等、会社が指定する方法により証明しなければならない。

５．事由発生日を起算日とする１年以内に、正当な権利者から死亡弔慰金の請求がなかったと会社が判断できる場合は、１年到達日の終了をもって死亡弔慰金の請求権は消滅する。

６．外部保険制度や共済制度による給付を本人及び遺族が受けた場合は、その額を本規程の定める結婚祝い金、出産祝い金、死亡弔慰金に充当するものとする。

第７条（支給原資確保のための保険商品等の利用）

１．従業員の慶事及び弔事に対して、会社は本規程に沿い、又は別に慶弔金を支給する。そして会社は、従業員の死亡等（高度障害、傷病などの保険事故も含む）にかかわる弔慰金や退職慰労金、上積補償の原資（支払基盤を確保する財源）として団体生命保険等の保険商品を、会社を保険契約者及び保険受取人として活用することがある。

こうした保険金は（解約払戻金を含む）は全額会社に帰属するものとし（死亡保険金についてはその受取人を従業員の家族とした場合を除く）、従業員又はその家族（相続人）に対しては勤続年数や会社に対する貢献度、死亡又は障害、傷病等の経緯等を総合考慮の上で会社が決した、合理的な金額の弔慰金を支払うものであって、従業員又はその家族（相続人）がこの保険金額（解約返戻金を含む）を請求できるものではない。

附　則

この規程は平成○年○月○日より施行する。
Copyright (C) 社労士就業規則実践研究会

